
○さいたま市市税に係る情報通信技術を活用した行政の推進に関する要綱 

平成１７年１２月２７日 

告示第１１１８号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、別に定めるもののほか、市税に係る手続等を電子情報処理組織を使

用する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行う場合について必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において使用する用語は、特別の定めがある場合を除くほか、さいたま

市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例（平成１８年さいたま市条例第６６

号。以下「条例」という。）及びさいたま市情報通信技術を活用した行政の推進に関す

る条例施行規則（平成１８年さいたま市規則第１５４号。以下「規則」という。）にお

いて使用する用語の例による。 

２ この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 機構 地方税共同機構をいう。 

⑵ 運営団体 機構を構成する都道府県及び市町村をいう。 

⑶ 地方税ポータルシステム 電子情報処理組織のうち、地方税における申請等の手続

を行うシステムで運営団体が共同で運用・管理するものをいう。 

⑷ 電子申請サービス 電子情報処理組織のうち、埼玉県市町村電子申請サービスの共

同利用に係る事業における埼玉県市町村電子申請サービスをいう。 

（申請等の指定） 

第３条 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成１４年法律第１５１

号。以下「法」という。）第６条第１項又は条例第３条第１項の規定により、電子情報

処理組織を使用する方法により行うことができる地方税に関する法令又は条例等に規定

する申請等は、別表第１左欄に掲げる電子情報処理組織の区分に応じ、同表中欄に掲げ

る申請等とする。 

（処分通知等の指定） 

第４条 法第７条第１項又は条例第４条第１項の規定により、電子情報処理組織を使用す

る方法により行うことができる地方税に関する法令又は条例等に規定する処分通知等

は、地方税ポータルシステムを使用する方法により行う別表第２に掲げる処分通知等と



する。 

（届出の指定） 

第５条 前２条に規定するもののほか、市税の賦課徴収に関して市長が必要と認める届出

で、地方税ポータルシステムを使用する方法により行うことができるものは、別表第３

に掲げる届出とする。 

（電子計算機の指定） 

第６条 第３条の申請等、第４条の処分通知等及び前条の届出は、機構が使用し、及び管

理する電子計算機を用いるものとする。 

（事前届出等） 

第７条 第３条の申請等及び第５条の届出（以下「市税に係る申請等」という。）を地方

税ポータルシステムを使用する方法により行おうとする者は、あらかじめ、市長等の使

用に係る電子計算機と電気通信回線を通じて通信できる機能を備えた電子計算機から、

次に掲げる事項を入力して、市長に届け出なければならない。ただし、市長が当該届出

を必要としないと認めるときは、この限りでない。 

⑴ 氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所又

は事業所の所在地） 

⑵ 地方税ポータルシステムを使用する方法により行う市税に係る申請等の範囲 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、地方税ポータルシステムを使用する方法による市税に

係る申請等に必要と認められる事項 

２ 前項の規定による届出を行おうとする者は、当該届出に係る事項について電子署名を

行い、当該電子署名に係る電子証明書（市長等の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイルに記録することができる電子証明書に限る。以下同じ。）を当該届出事項と併せ

て、市長に送信しなければならない。ただし、届出を行おうとする者が、税理士法（昭

和２６年法律第２３７号）第２条第１項第２号に規定する税務書類の作成を委嘱し、当

該委嘱を受けた者が地方税ポータルシステムを使用する方法により市税に係る申請等を

行う場合において、委嘱を受けた者に係る電子署名及び電子証明書を送信して届出を行

うときは、この限りでない。 

３ 市長は、第１項の規定による届出を受理したときは、当該届出を行った者に対し、識

別符号（地方税ポータルシステムを使用する方法により市税に係る申請等を行う者（以

下「利用者」という。）を特定するために、利用者ごとに付与する符号をいう。以下同

じ。）及び暗証符号（利用者を特定する際の地方税ポータルシステムの安全性の確保を



目的として用いる符号であって、利用者ごとに付与するものをいう。以下同じ。）を通

知するものとする。ただし、当該届出を行った者が、既に本市以外の運営団体から識別

符号及び暗証符号を付与されているときは、この限りでない。 

４ 第１項の規定による届出を行った者は、その届け出た事項に変更が生じたときは、速

やかにその旨を、その者の使用に係る電子計算機から入力し、市長に届け出なければな

らない。第２項の規定により送信した電子証明書に記録された事項に変更が生じ、又は

当該電子証明書の有効期間が満了したときも、同様とする。 

５ 第１項の規定による届出を行った者は、地方税ポータルシステムの使用を停止したと

きは、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

（地方税ポータルシステムによる市税に係る申請等） 

第８条 利用者は、機構が利用者に対して提供する利用者用ソフトウェア又はこれと同様

の機能を有するものを用いて、市長等の使用に係る電子計算機と電気通信回線を通じて

通信できる機能を備えた電子計算機から、当該市税に係る申請等に係る事項並びに前条

第３項の識別符号及び暗証符号を入力して、当該市税に係る申請等の情報に電子署名を

行い、当該電子署名に係る電子証明書と併せてこれらを送信しなければならない。ただ

し、次の各号に掲げる場合には、当該各号に定める行為をすることを要しない。 

⑴ 第７条第１項ただし書の規定により、同項に規定する届出を必要としないと認めら

れた場合 識別符号及び暗証番号を入力すること。 

⑵ 市税に係る申請等を行おうとする者が、税理士法第２条第１項第２号に規定する税

務書類の作成を委嘱し、当該委嘱を受けた者が地方税ポータルシステムを使用する方

法により当該市税に係る申請等を行う場合 当該申請等の情報に当該者に係る電子署

名を行うこと及び当該電子署名に係る電子証明書を送信すること。 

２ 地方税ポータルシステムを使用する方法により市税に係る申請等を行う場合におい

て、市長は、当該市税に係る申請等について規定した地方税に関する法令又は条例等の

規定により添付すべきこととされている書面等（以下「添付書面等」という。）（当該

添付書面等が登記事項証明書であるときを除く。）に記載されている事項又は記載すべ

き事項を併せて入力して送信させることをもって、当該添付書面等の提出に代えさせる

ことができる。 

３ 地方税ポータルシステムを使用する方法により市税に係る申請等を行う場合におい

て、添付書面等が登記事項証明書であるときは、市長は、これに代わるべき電気通信回

線による登記情報の提供に関する法律（平成１１年法律第２２６号）第２条第１項に規



定する登記情報の送信を同法第３条第１項の規定による指定を受けた者から受けるのに

必要な情報であって、当該者から送信を受けたものを送信させることをもって、当該添

付書面等の提出に代えさせることができる。 

４ 規則第５条第２項第４号の市長が定める電子証明書は、機構により地方税ポータルシ

ステムを使用する方法により市税に係る申請等を行う場合に利用することが認められた

電子証明書とする。 

（書面の特例等） 

第９条 税理士法の規定により税務代理をする税理士が、電子情報処理組織を使用する方

法により行う当該代理をする市税に係る申請等の情報に電子署名を行い、当該電子署名

に係る電子証明書を当該市税に係る申請等と併せて送信したときは、これを同法第３０

条の規定により提出しなければならないとされる書面の提出があったものとみなすこと

ができる。 

２ 税理士法第３３条第１項及び第２項並びに第３３条の２第３項の規定による市税に係

る申請等において記載すべき事項とされる署名は、電子情報処理組織を使用する方法に

より行う市税に係る申請等の情報に電子署名を行い、当該電子署名に係る電子証明書を

当該市税に係る申請等と併せて送信することをもって、当該署名に代えることができ

る。 

（地方税ポータルシステムによる処分通知等） 

第１０条 地方税ポータルシステムを使用する方法により処分通知等を行う場合は、当該

処分通知等の対象者の使用に係る電子計算機と電気通信回線を通じて通信できる機能を

備えた市長等の使用に係る電子計算機から、当該処分通知等につき規定した法令又は条

例等の規定において書面等に記載すべきこととされている事項を入力して、当該処分通

知等の情報に電子署名を行い、当該電子署名に係る電子証明書と併せてこれらを送信す

ることにより、当該処分通知等を行うものとする。 

（機構の定める事項の遵守） 

第１１条 地方税ポータルシステムを使用する方法により市税に係る手続等を行うとき

は、その使用に関し機構が定める事項を遵守しなければならない。 

（電子申請サービスに関する手続の準用） 

第１２条 第６条、第８条第２項及び第３項並びに前条の規定は、電子申請サービスの使

用について準用する。この場合において、第６条中「、第４条の処分通知等及び前条の

届出は、機構」とあるのは「は、埼玉県」と、第８条第２項及び第３項並びに前条中



「地方税ポータルシステム」とあるのは「電子申請サービス」と、同条中「機構」とあ

るのは「埼玉県」と読み替えるものとする。 

（その他） 

第１３条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この告示は、平成１８年１月１６日から施行する。 

附 則（平成１８年１２月２６日告示第１１７７号） 

この告示は、平成１９年１月１日から施行する。 

附 則（平成１９年３月３０日告示第３２２号） 

この告示は、平成１９年４月２日から施行する。 

附 則（平成２４年５月８日告示第６３６号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２９年３月３１日告示第５０８号） 

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月１９日告示第４６９号） 

この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年８月７日告示第５２５号） 

（施行期日） 

１ この告示中別表第１の改正は公布の日から、第７条の改正は令和２年１月１日から施

行する。 

（経過措置） 

２ 令和２年１月１日前にこの告示による改正前のさいたま市市税に係る行政手続等にお

ける情報通信の技術の利用に関する要綱により区長が行った行為若しくは区長に対して

行われた行為で現に効力を有するもの又は区長が行うべきであった行為若しくは区長に

対して行われるべきであった行為で現に行うべきであり若しくは行われるべきであるも

のは、それぞれ市長が行った行為若しくは市長に対して行われた行為又は市長が行うべ

きであった行為若しくは市長に対して行われるべきであった行為とみなす。 

附 則（令和３年２月１日告示第２１４号） 

 この告示は、令和３年２月４日 から施行する。ただし、第３条の改正（「別表第１に掲

げる申請等とする」を「別表第１左欄に掲げる電子情報処理組織の区分に応じ、同表中欄

に掲げる申請等とする」に改める部分を除く。）及び第４条の改正（「第４条第１項」を



「第７条第１項」に改める部分に限る。）並びに別表第１の改正（「第３１７条の２第８

項」を「第３１７条の２第９項」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年５月２８日告示第９０３号） 

 この告示は、令和３年６月１日から施行する。ただし、別表第１の改正（電子申請サー

ビスの部に項を加える改正を除く。）は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年７月７日告示第１１０５号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

（追加〔平成２９年告示５０８号〕、一部改正〔令和元年告示５２５号〕、一部

改正〔令和３年告示第２１４号〕、一部改正〔令和３年告示第９０３号〕） 

電子情報処理組織 申請等 根拠条文等 

地方税ポータルシ

ステム 

徴収猶予申請書及び徴

収猶予期間延長申請書

の提出 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第１５条の２第１項から第３項まで及び

第８項並びにさいたま市市税条例（平成

１３年さいたま市条例第６７号。以下

「市税条例」という。）第６条の３ 

換価の猶予申請書及び

換価の猶予期間延長申

請書の提出 

地方税法第１５条の６の２第１項及び第

２項並びに第３項において準用する第１

５条の２第８項並びに市税条例第６条の

５ 

法人市民税の更正請求

書の提出 

地方税法第２０条の９の３第１項から第

３項まで及び第３２１条の８の２ 

退職所得に係る納入申

告書の提出 

地方税法第５０条の５及び第３２８条の

５第２項 

退職所得者の特別徴収

票の提出 

地方税法第５０条の９及び第３２８条の

１４ 

法人の設立（設置）変

更等申告書の提出 

地方税法第３１７条の２第９項並びに市

税条例第２８条第９項及び第１０項 

給与支払報告書の提出 地方税法第３１７条の６第１項及び第３

項 



公的年金等支払報告書

の提出 

地方税法第３１７条の６第４項 

給与支払報告・特別徴

収に係る給与所得者異

動届出書の提出 

地方税法第３１７条の６第２項、第３２

１条の４第５項及び第３２１条の５第３

項 

法人市民税の申告書の

提出 

地方税法第３２１条の８第１項、第２

項、第４項、第１９項及び第２１項から

第２３項まで並びに第３２１条の１３第

１項 

償却資産申告書の提出 地方税法第３８３条 

事業所税の申告書の提

出 

地方税法第７０１条の４６及び第７０１

条の４７並びに市税条例第１４３条 

事業所等の新設・廃

止・異動申告書の提出 

地方税法第７０１条の５２第１項及び市

税条例第１４８条第１項 

事業所用家屋の貸付け

等申告書の提出 

地方税法第７０１条の５２第２項及び市

税条例第１４８条第２項 

新型コロナウイルス感

染症等に係る中小事業

者等の事業用家屋及び

償却資産に対する固定

資産税及び都市計画税

の課税標準の特例措置

に関する申告書の提出 

地方税法附則第６３条 

 税務代理における書面

の提出等 

税理士法第３０条並びに第３３条の２第

１項及び第２項 

電子申請サービス 税証明等交付請求書の

提出 

地方税法第２０条の１０及び第３８２条

の３並びにさいたま市市税条例施行規則

（平成１３年さいたま市規則第６４号）

第９条及び第１３条の３ 

市民税・県民税申告書

の提出 

地方税法第４５条の２及び第３１７条の

２並びに市税条例第２８条及び第２９条 



軽自動車税（種別割）

申告（報告）書兼標識

交付申請書の提出 

地方税法第４６３条の１９第１項及び市

税条例第９４条 

別表第２（第４条関係） 

（追加〔平成２９年告示５０８号〕） 

処分通知等 根拠条文等 

給与所得等に係る市民税・県民税特

別徴収税額の決定・変更通知書（特

別徴収義務者用）の送付 

地方税法第３２１条の４第１項、第７項及び第８項

別表第３（第５条関係） 

（追加〔平成２９年告示５０８号〕） 

届出 

市民税・県民税特別徴収への切替届出書の提出 

特別徴収義務者所在地・名称変更届出書の提出 


